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委員会報告第 １ 号 

 

総 務 経 済 常 任 委 員 会 報 告 書 

 

令和７年１２月９日第４回定例会における議決に基づき、当委員会に付託された事

件について審査した結果を下記のとおり報告する。 

 

 

令和 ８ 年 １ 月１６日 

 

 

七飯町議会議長  木 下   敏  様 

 

 

総務経済常任委員会 

委 員 長  澤 出 明 宏 

 

記 

 

 

１．事件名 

令和７年 議案第５３号 七飯町附属機関設置条例の制定について 

令和７年 議案第５４号 七飯町特別職非常勤職員の報酬及び費用弁償に関する 

条例の一部改正について 

 

２．審査の経過 

令和７年１２月１０日、２４日、令和８年１月６日、１６日の４日間、委員会を

開催し、行財政改革担当統括監兼財政課長の出席を求めて審査を行った。 

 

３．決定及び理由 

（１）令和７年 議案第５３号 七飯町附属機関設置条例の制定について 
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◇決  定  原案可決 

◇理  由  地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の４第３項の

規定に基づく附属機関については、条例において規定することとされており、こ

れまで個別の条例において設置してきたところである。 

しかし、町及び教育委員会において、要綱等により設置している委員会等が存

在しており、特別職非常勤職員の報酬額の見直しにあわせてこれらを整理した結

果、附属機関に該当する委員会については、その設置根拠及び任用根拠を明らか

にし、当委員会に付託された 令和７年 議案第５３号 七飯町附属機関設置条

例（以下「条例」という。）において整理し、あらたにこの条例を制定するもので

ある。 

条例は、７条と別表で構成されており、その内容は次のとおりである。 

（１）第１条は、設置規定として、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１

３８条の４第３項の規定に基づく附属機関を別表に定めることを規定してい

る。 

（２）第２条は、特定の行政課題の調査、審議のため、緊急又は臨時の必要があ

る場合に、臨時の附属機関を設置することができることを規定している。 

（３）第３条は、附属機関の所掌事務を別表において定めたことを規定している。 

（４）第４条は、附属機関の組織について規定し、委員の定数は別表において定

め、附属機関に臨時の委員等を置くことができることを規定している。 

  （５）第５条は、附属機関の委員の任期を定めている。 

  （６）第６条は、附属機関に部会を設置することができることを規定している。 

（７）第７条は、委任規定として、この条例に定めるもののほか、附属機関に関

し必要な事項は、附属機関の属するそれぞれの執行機関が定めることを規定

している。 

（８）別表は、附属機関の委員会等の名称、所掌事務、定数、任期を規定してい

る。 

 

附則には、施行期日を令和８年４月１日からとしている。 

経過措置には、この条例の施行の際に、この条例の別表において規定した附属

機関に相当する合議体の委員である者は、この条例の施行の日において、附属機

関の委員として委嘱され、又は任命されたものとみなすと規定している。 
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   以上のことを留意のうえ、条例の内容を審査したところ、法の定めに従い、

制定しようとするものであり、このことを踏まえ採決の結果、全員一致で原案

のとおり可決すべきものと決定した。 

 

 

（２）令和７年 議案第５４号 七飯町特別職非常勤職員の報酬及び費用弁償に

関する条例の一部改正について 

◇決  定  原案可決 

◇理  由  当委員会に付託された 令和７年 議案第５４号 七飯町特別

職非常勤職員の報酬及び費用弁償に関する条例（以下「条例」という。）の一部

改正については、「第６次行財政改革大綱」の取組事項の一つである特別職非常

勤職員報酬の見直しを行うため、この条例を改正しようとするものである。 

条例の改正内容は次のとおりである。 

（１）報酬の額を次のとおり改正する。 

  ア 議会の選挙又は同意を必要とする委員については、他市町との比較や

職務に従事する時間数などを考慮し、報酬額を増額改定する。 

  イ 法令又は条例により設置された非常勤の委員については、他市町との

比較により、報酬額を減額改正し、日額６，０００円を基準とする。 

  ウ 特に高度な知識を有する者に対する報酬の加算等については、産業医、

学校医、保育所医（いずれも歯科医師含む。）などの医師等については、

報酬額を増額改定する。 

（２）別表の区分を細分化し、地方公務員法第３条第３項に規定する特別職の

区分にあわせて次のとおり改正する。 

  ア 別表第１ 議会の選挙又は同意を必要とする非常勤の委員及び委員会

の委員 

  イ 別表第２ 法令又は条例により設置された非常勤の委員及び委員会

（審議会その他これに準ずるものを含む。）の委員 

  ウ 別表第３ 非常勤の参与、調査員、嘱託員及びこれらの者に準ずる者

の職 

  エ 別表第４ 選挙長、投票管理者、開票管理者、投票立会人、開票立会

人及び選挙立会人 
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（３）非常勤の委員及び委員会の委員に、役職に応じて報酬を加算すること、

高度な知識を有する者を委員にした場合に報酬を加算することができる

ことを規定する。 

 

附則には、施行期日を令和８年４月１日からとしている。 

経過措置には、この条例の施行の日以後の職務に係る報酬について適用し、

改正前の職務に係る報酬については、なお従前の例とすることを規定している。 

 

以上のことを留意のうえ、条例の内容を審査したところ、町は七飯町特別職

報酬等審議会に対し諮問し、見直しが適正である旨の答申を得たことから、当

該答申に基づきこの条例を改正しようとするものであり、このことを踏まえ採

決の結果、全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。 

 

４．付帯意見 

  令和７年 議案第５４号 七飯町特別職非常勤職員の報酬及び費用弁償に関す

る条例の一部改正について以下のとおり意見を付帯する。 

  別表第４の区分、特に「投票所の投票立会人」に関しては、投票所設置におけ

る人材確保を要する観点、また、投票時間が午前７時から午後８時までの１３時

間に及び長時間拘束することへの配慮、特別職非常勤職員である投票立会人には

最低賃金法が適用されないことへの社会的説明責任への対応など、これら３点を

踏まえて令和８年度中に再精査、再検討することを委員会として望むものである。 

 


